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2定年退職と継続雇用
―その現状と課題―

定
年
制
と
継
続
雇
用
の
課
題

　

わ
が
国
で
は
約
九
割
の
企
業
に
一
律
定
年

制
が
あ
り
、
そ
の
う
ち
の
八
割
超
で
六
〇
歳

定
年
制
を
採
用
し
て
い
る
。
し
か
し
、
一
九

九
四
年
の
年
金
改
革
で
厚
生
年
金
の
定
額
部

分
が
、
さ
ら
に
二
〇
〇
〇
年
の
改
正
で
は
報

酬
比
例
部
分
に
つ
い
て
も
、
支
給
開
始
年
齢

が
六
〇
歳
か
ら
段
階
的
に
引
き
上
げ
ら
れ
る

こ
と
に
な
っ
た
（
左
の
図
）。

　

こ
の
た
め
、
雇
用
と
年
金
と
の
間
に
収
入

の
空
白
期
間
が
生
じ
な
い
よ
う
、
企
業
に
定

年
の
段
階
的
引
き
上
げ
や
廃
止
、
継
続
雇
用

制
度
の
導
入
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
義
務
付

け
る
改
正
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
が
二
〇
〇

六
年
四
月
か
ら
施
行
さ
れ
、
施
行
後
四
年
が

経
過
し
た
。

　

現
在
、
事
業
主
だ
け
で
な
く
、
労
使
が
知

恵
を
出
し
合
っ
て
、
高
齢
者
雇
用
の
取
り
組

み
を
推
進
し
て
い
る
が
、
さ
ま
ざ
ま
な
課
題

が
浮
上
し
て
い
る
。
加
え
て
、
二
〇
一
三
年

か
ら
は
厚
生
年
金
の
報
酬
比
例
部
分
の
支
給

開
始
年
齢
が
引
き
上
げ
ら
れ
る
た
め
、
年
金

ゼ
ロ
の
期
間
が
生
じ
る
こ
と
に
な
り
、
高
齢

者
雇
用
の
あ
り
方
を
検
討
し
直
す
必
要
に
迫
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ら
れ
て
い
る
。

雇
用
と
年
金
の
接
続

　

二
〇
〇
一
年
四
月
か
ら
老
齢
厚
生
年
金
の

う
ち
、
基
礎
年
金
（
定
額
部
分
）
の
支
給
開

始
年
齢
が
六
一
歳
と
な
り
、
以
後
三
年
毎
に

一
歳
ず
つ
引
き
上
げ
ら
れ
て
最
終
的
に
は
六

五
歳
に
な
る
。
さ
ら
に
、
二
〇
一
三
年
か
ら

報
酬
比
例
部
分
の
支
給
開
始
年
齢
に
つ
い
て

も
、
三
年
毎
に
一
歳
ず
つ
引
き
上
げ
ら
れ
、

二
〇
二
五
年
度
以
降
、
年
金
の
支
給
開
始
年

齢
は
完
全
に
六
五
歳
に
な
る(

た
だ
し
女
性

の
場
合
は
五
年
遅
れ
で
実
施)

。
六
〇
歳
定

年
を
前
提
に
す
る
と
定
年
退
職
後
か
ら
年
金

支
給
開
始
の
間
に
五
年
間
の
空
白
が
で
き
て

し
ま
う
こ
と
か
ら
（
右
下
の
図
）、
六
五
歳

ま
で
の
雇
用
確
保
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て

い
る
。

　

そ
の
た
め
、
定
年
退
職
後
か
ら
年
金
支
給

開
始
ま
で
の
間
の
「
空
白
期
間
」
の
収
入
確

保
が
大
き
な
課
題
と
な
り
、
高
年
齢
者
雇
用

安
定
法
が
二
〇
〇
六
年
に
改
正
さ
れ
、
定
年

が
六
〇
歳
未
満
の
企
業
は
、
①
定
年
を
六
五

歳
ま
で
引
き
上
げ
る
②
六
五
歳
ま
で
の
継
続

雇
用
制
度
の
導
入
③
定
年
制
の
廃
止―

―

の

い
ず
れ
か
を
選
択
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く

な
っ
た
。
ま
た
、
①
事
業
主
都
合
の
解
雇
等

に
よ
り
離
職
す
る
高
年
齢
者
等
が
希
望
す
る

と
き
は
、
事
業
主
が
、
そ
の
職
務
の
経
歴
、

職
業
能
力
等
の
再
就
職
に
資
す
る
事
項
を
記

載
し
た
書
面
（
求
職
活
動
支
援
書
）
を
作
成

し
、
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
②
労

働
者
の
募
集
及
び
採
用
に
つ
い
て
、
事
業
主

が
上
限
年
齢
を
定
め
る
場
合
に
は
、
求
職
者

に
対
し
て
理
由
を
明
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と―

―

な
ど
も
改
正
法
に
盛
り
込
ま
れ

た
。

　

六
〇
歳
代
の
高
齢
者
を
雇
用
す
る
企
業
で

は
、
役
職
を
外
し
、
雇
用
形
態
を
変
更
す
る

ケ
ー
ス
が
多
い
。
ま
た
、
賃
金
調
整
も
行
っ

て
お
り
、そ
の
際
、 「
在
職
老
齢
年
金
」と「
高

年
齢
雇
用
継
続
給
付
金
」
を
活
用
す
る
企
業

も
あ
る
。

　

今
号
の
特
集
で
は
、
当
機
構
の
調
査
を
も

と
に
高
齢
者
雇
用
の
実
態
と
問
題
点
を
踏
ま

え
、
定
年
を
迎
え
た
高
齢
者
が
直
面
す
る
雇

用
・
就
業
面
の
課
題
を
考
え
る
。

2000 年の法改正

特
集


